
- 66 -

第６節 社会の変化に対応した学校改革

本県においても、平成12年度から本格的な生徒減少期を迎えており、このような状
況の下、地域の特性や通学条件等に配慮しながら学校規模の適正化に努めるとともに、
総合選択制の導入など新しいタイプの学校について検討し、適正な学校配置と、魅力
にあふれ、生徒一人ひとりの個性・能力が伸長する学校づくりに努めます。また、学
校生活全般において、児童生徒一人ひとりにきめ細かな指導・支援ができるよう、小
学校、中学校全学年で、学校の実態に応じた少人数教育を実施します。さらに、障が
いのある子どもたちが地域で教育を受けることができる環境を整備するため、複数の
障がいに対応する「特別支援学校（仮称）」の在り方について検討します。

( 6 ) 社会の変化に対応 ① 学校規模の適正化
した学校改革 ② 学校・学科の適正配置

③ 少人数教育の充実
④ 高等学校入学者選抜等の改善
⑤ 障がいの多様化、重度・重複化に対応した環境の整

備
⑥ 学校運営面の体制強化
⑦ 学校の施設・機能の開放の促進
⑧ 中高一貫教育の推進

項 目 具体的施策の方向

① 学校規模の適正化 Ì 適正規模の維持
○ 充実した活力ある教育活動の実現や円滑な学校運営
を図るため、地域の特性や通学条件等にも配慮しなが
ら、学校規模の適正化に努めます。

○ 高等学校については１学年４～８学級を適正とし、
適正規模を上回る学校については、計画的に学級数を
削減するとともに、１学年８学級以下については、適
正規模の維持を図りつつ、生徒減少の状況により、学
級数の削減、隣接校との統合や分校化等の検討を進め
ます。

② 学校・学科の適正 Ì 地域の実態に応じた学校・学科の適正配置
配置 生徒・保護者の多様な学習要望や地域社会の要請に応

えるため、学科の枠を越えた教育課程の編成などを特色
とする総合選択制の導入を検討するなど、学校・学科の
適正配置に努めます。

Ì 学科配置の基本方針
生徒・保護者の学習需要や志願動向等を踏まえながら、

募集定員に占める普通科及び普通系専門学科の比率を６
割程度、職業系専門学科の比率を３割程度、総合学科の
比率を１割程度とし、各地区ごとに学科の適正配置に努
めます。

Ì 定時制・通信制教育の充実
多様な学習需要に応えるため、独立の専用校舎を有す

る新しいタイプの単位制・定時制高校をはじめとする教
育環境の整備を図りながら、魅力ある定時制・通信制教
育の充実に努めます。

③ 少人数教育の充実 Ì 小・中学校における３０人程度学級の充実（再掲）
生活面、学習面など学校生活全般において、きめ細か

な指導と児童生徒一人ひとりの個性に応じた教育を展開
するため、小学校、中学校全学年において導入した３０
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人程度学級を実効あるものとします。

④ 高等学校入学者選 Ì 児童生徒の進路希望が適切に実現されるような、小・
抜等の改善 中・高等学校の連続した教育を提供するとともに、各学

校の特色化を一層進める創造性豊かな選抜となるよう、
入学者選抜方法等の検討・改善に努めます。

⑤ 障がいの多様化、 Ì 障がいのある子どもたちが、身近な地域で教育を受け
重度・重複化に対応し る機会を拡充するためのよりよい環境整備の在り方につ
た環境の整備 いて検討します。また、各生活圏において障がいのある

子どもを総合的に支援する体制づくりを図ります。

⑥ 学校運営面の体制 Ì 学校運営の中核となる校長等の資質の向上を図るとと
強化 もに、組織マネジメントの発想を導入した管理職対象の

研修の充実に努め、特色ある学校づくりを推進します。

Ì 自己評価システムをより効果的に機能させ、各学校に
おける特色ある学校づくりや教育内容の質的充実につな
げるため、評価活動の取組み状況を含めた学校経営の状
況等を外部からの視点で評価する学校外部評価事業を推
進します。

⑦ 学校の施設・機能 Ì 開かれた学校運営の推進（再掲）
の開放の促進 地域に根ざした特色ある開かれた学校運営を推進し、

学校、家庭、地域社会の連携協力を強化するため学校評
議員制度の充実に努めます。

Ì 学校開放講座等の充実
各学校の教育施設・設備を活用するとともに、専門的

な知識や技能を生かした学校開放講座等の拡充を図り、
地域社会に開かれた学校づくりを推進します。

Ì 開かれた学校図書館づくり
公立図書館との情報ネットワークを通した連携を進め

るとともに、地域の人々や保護者がボランティアとして
活躍できる場としての開かれた学校図書館づくりを図り
ます。

Ì 「特別支援学校（仮称）」が、特別支援教育のセンタ
ー的機能を効果的に発揮できる環境を整備するとともに、
地域への支援体制の充実に努めます。

⑧ 中高一貫教育 Ì 中高一貫教育の推進（再掲）
６年間を見通した計画的・継続的な学習や幅広い年齢

集団の中での活動により、生徒一人ひとりの個性や能力
を伸ばし、社会性や豊かな人間性を育む中高一貫教育は、
平成17年度から連携型で始まり、併設型についても検討
を重ね、整備を推進します。

Ì 国際人育成を目指した人材育成（再掲）
様々な機関との連携を軸にした中高一貫教育を実施し、

論理的思考力、豊かな人間性・社会性を育む総合的な教
育により、国際的視野に立って社会をリードする人材を
育成します。

語 注 （第６節 社会の変化に対応した学校改革）

特別支援学校 基本的には、現在の盲・聾・養護学校の対象となっている５種類の障

（仮称） がい種別（盲・聾・知的障がい・肢体不自由・病弱）及びこれらの重複障

がいに対応した教育を行う学校制度である。
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◆ 公立小学校の学級数別学校数

◆ 公立中学校の学級数別学校数

◆ 本県教員数の推移
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